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南北問題の展開と新国際経済秩序について
堀　中 浩
1．　資本主義の危機としての南北問題①
　戦後の資本主義世界のなかで，1960年代になって，いわゆる「南北問題」
として論じられようになる新しい問題，すなわち，帝国主義諸国にとっての
「南の国との関係」の問題が提起されてきた。いわゆる「南」の問題は，かつ
ては植民地問題であり，帝国主義各国にとっての問題であり，またそのことす
なわち，植民地領有を媒介にした帝国主義諸国間の矛盾と対立の問題の構成部
分となっていた。第2次大戦後においては，植民地体制の崩壊によって，植民
地であった諸地域において発展途上諸国が出現し，独立した国家として登場し
てくることによって，国家間の問題に変化した②。
　ところで，第2次大戦後の資本主義世界体制の特徴は，国際協力を基盤に成
立している体制であるということにある。だから，資本主義諸国は，各種の国
際的協力機構を創設して，この体制を形成し，実現していった。そして「南」
の国への対応においても，この路線の延長線の上で問題を提起してきたのであ
るc3〕。したがって南北問題というのは，先進資本主義国の側が，発展途上国を
どのようなかたちで戦後の資本主義世界体制のなかに包括していくのかという
問題として提起されてきたものである。いいかえれぽ，発展途上国の経済自立
への要求を，組み込んでいく世界体制として把握した場合，対「南」の国際協
力の側面はどのように具体化されるかという問題である。また国家独占資本主
義にまで発展した先進資本主義の国際的展開という局面で，どのように「南」
の国々を包含し，体系化していくかという問題でもある。したがって，新植民
地主義との関連でみると，第2次大戦後の新たな情勢のもとでの植民地主義的
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戦略（又は政策体系）のなかで，発展途上国の経済自立の課題をどのように位置
づけるのか。いいかえれば，新しい支配の体制（新植民地主i義政策によって形成さ
れてきた体制）のなかで，経済的開発をどのように組みこんでいくのかという課
題として，先進資本主義の側に反映しているのが南北問題ということができよ
う。
　こうして，南北問題といわれている，ないしは認識されている問題の本質に
までせまろうとすれぽ，第2次大戦後の資本主義世界体制の変貌の特徴，つま
り資本主義世界におこった本質的変化の現実に対する明確な認識に立脚して考
察をすすめる必要がある。
　まず森田桐郎氏の「通説批判」に目をむけよう。
　「だがこれらの通説に対してまず疑問に感じなけれぽならないのは，いわゆ
る南北間の格差，あるいは南の「低開発」状態は何も最近になって突然に出現
したものではないという点である。こんにちの後進諸地域における生産力の絶
対的および相対的低位は，資本主義がその国際的拡張をつうじて世界経済を形
成しそのなかにこれら諸地域をまきこんでいった時点以来，久しきにわたって
存在してきたものである。にもかわらず，その間“南北問題”のごときは何ら
問題とされることはなかった。ロベール・フォセールのいうように，『第三世
界が存在しなかったかぎりでは，またそれが帝国主義大国の手にかたく握られ
た植民地的保留分にとどまっていたかぎりでは，その低開発は問題ではなかっ
た』のである。だから南北問題をたんに南北格差ならびにそれから派生する諸
問題と理解することはきわめて皮相といわなけれぽならないω。」
　このようにのべて，さらに明確につぎのように指摘された。「むしろ，従来
後進国の貧困について，なにほども心をわずらわすことのなかった資本主義を
して，あらためてそれを問題とし，南北間の経済的格差や先進国の援助の必要
について多かれ少なかれ語らしめるにいたった。まさにその契機をあきらかに
することが，南北問題なるものの歴史的内容を明確にするゆえんであろう。そ
してそれは植民地体制の崩壊とそれにもとつく資本主義の危機に求めるほかは
ないのである⑤。」
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　このような論理展開を経て，南北問題は，植民地体制の崩壊を契機としてよ
り深化した資本主義の危機との関連で理解することなしには，この問題に対す
る本質的認識は不可能となり，科学的分析には達しえないであろうという立場
が明確にされる。そしてこの資本主義の危機として南北問題をとらえるところ
に「南北問題」論の重要な鍵があるように思われる。森田氏の指摘されるよう
に，社会主義と資本主義の両世界体制が併存する現代においては，独立した諸
国の発展をあくまで資本主義世界体制の枠内にとどめておかなけれぽならない
という，いわぽ帝国主義にとっての歴史的試錬に直面させられているのであ
る⑥。
　この試錬に直面した帝国主義諸国は，発展途上諸国に対する新たな支配政
策，すなわち新植民地主義を採用し，その体系をつくりあげて対応してきたの
である。ところで森田氏はつぎのようにのべて，新植民地主義を放棄されてい
る。
　「われわれの考えによれぽ，第1に植民地なる概念はやはり領土的支配の存
在する場合に限定さるべきであり，第2に，新植民地主義なるタームはさきに
みたような本質不変論が一とくに日本では一密接に付着していて，戦後の
新しい諸関係の核心を理解するのをさまたげている，という二つの理由から，
『新植民地主義』という用語を用いることは妥当ではないだろう（7）。」
　新植民地主義は，帝国主義の本質からもたらされるものであり，帝国主義の
植民地領有が不可能になったから，植民地主義そのものが消滅するものではな
い〔8；。とすれぽ，南北問題の認識のなかから，新植民地主義を排除してしまう
ということになると，南北問題を構成している一方のもっとも重要な要素であ
る帝国主義を明確に位置づけることに失敗してしまうのではないだろうか。
　資本主義の危機として「南北問題」という現象をとらえようという場合，そ
の危機ということの内容が問題となってくる。森田氏は発展途上国の自立的経
済発展を論理の軸にしてつぎのようにとらえる。
　「現代の状況においてもっとも重要なことは，政治的独立の達成によって後
進諸国が自立的経済発展の基本的前提を獲得したこと，しかもその自立と要求
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が一第1章でみたように一社会主義体制の存在の力とあいまって，世界経
済における資本の専制と独占をますますほりくずしつつあることである｛9）。」
　たしかに，南北問題の発生は，植民地体制の崩壊にもとついていることに
は，異論のあろうはずはないが，その自立の要求が，資本の専制と独占をほり
くずしつつあるという論理に収敏されてしまうと一面的になってしまうのでは
ないのだろうか。
　本多健吉氏の場合には，全般的危機論との関連で，南北問題をとらえようと
されて，より危機論の内容のなかに本質にせまるものをもたれているように思
う。
　「いわゆる『資本主義の全般的危機の理論』は，社会主義世界体制の成立の
意義についての一定の過大評価と∫’資本主義世界がもつ経済的力量についての
過小評価一資本主義支配領域の縮小による慢性的な過剰生産恐慌といった単
純な過小消費説の誤り一によって，その有効性が疑問視されてきてはいる
が，現段階における資本の運動の論理を示す『帝国主義論』の視角ではとらえ
切れない，資本の運動への制約条件の発生と増大をとらえようとする場合に，
なお一定の有効性を失っていないと私はみたい。そして，こうした視角から南
北問題の激化をとらえるならぽ，それは世界資本主義の体制的危機の一つの表
現にほかならないというべきであろうα〔｝。」
　資本主義の危機という体制的な認識への構成のなかで南北問題をとらえてい
く場合に，この資本主i義にとっての危機と南北問題を結びつけているいくつか
の間題にわけて考察をすすめよう。まず第1にあげられる問題は，帝国主義に
関する問題である。第2次大戦とその後の世界におこった政治・経済情勢の変
化によって帝国主i義世界体制におこった変化（帝国主義におこった変化であって，
帝国主義の終焉ではないことは言うまでもない）を具体的，客観的に把握しておかな
けれぽならない。第2は，発展途上国における経済自立である。第1の問題点
と関連してくるのであるが，おくれた国の経済が発展する問題，停滞的経済か
発展的な経済に転化する問題等々に解消してしまえない閲題として，すなわ
ち，一方で帝国主義体制が存在しているなかで，経済的自立を達成するという
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ことの問題のもつ意義と内容について明確にしておかなければならないだろ
う。第3の問題は，いわゆる資本主義の全般的危機との関連の問題である。資
本主義の全般的危機という範疇は，社会主義国の出現とそれによって構成され
る世界が拡大していくことのもっている資本主義世界体制にとっての危機のこ
とである。換言すれば，社会主義世界体制と資本主義世界体制の両体制が併存
し，しかも社会主義体制が拡大するという歴史的傾向のもとで，発展途上国に
おける経済自立への志向が強く働いていることによって，発展途上国の経済自
立への開発戦略はどのようなものになっていく法則性をもっているのであろう
かということである。
　第1の問題から考察をすすめよう。本多氏は「資本の運動の論理を示す『帝
国主義論』の視角ではとらえきれない資本の運動への制約条件」と抽象的レベ
ルで帝国主義に関する議論をまとめられているために，現代，とくに1960年
代以降の帝国主義の特質をとらえられないまま議論がすすめられているように
思う。
　S・アミン氏は，帝国主義の第2の局面としてこれをとらえている。すなわ
ち，第1の局面は，ブルジョアジーの指導による民族解放運動の成功によって
おわり，新たな第2の局面がはじまっていると考えている。その特徴をつぎの
ようにのべている。
　「かつては，周辺部のブルジョアジーは帝国主義と衝突していた。帝国主義の
第1局面から第2局面への転化は独占によって‘‘計画された”ものではなく，
周辺部ブルジョアジーが帝国主義に反対し，工業化の権利をかちとった民族解
放運動によって達成された。しかし，われわれがすでにのべたように，第2局面
の期間にすすめられている工業化戦略は独占体と周辺部ブルジ。アジーの関係
を変換させた。周辺部ブルジョアジーは民族的であることをやめて，新しい分
業関係を結ぶことで帝国主義の従属的同盟者となった。この同盟は新たな分業
にとっての条件を要求し，抵抗することでもあるan。」
　S・アミン氏の議論によれぽ，彼は民族ブルジョアジーによる一定の工業化
を包含していることに帝国主義の新しい特徴をみているが，そのこと自体がそ
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のまま経済自立につながるとはみていない。不均衡な分業関係は温存され，工
業化もその根本をかえるような役割を果すのではなく，利潤の世界的不均衡が
価格形成の修正によって，不等価交換をさらに悪化させるだろう。「かくして，
世界体制の発展は，基本的に不均衡をそのままのこし，外的要求が，新しい従
属形態の開発を促進することになろうaz。」とのべている。
　ここでは，帝国主義世界体制の変化が明確にのべられ，その新植民地主義政
策が民族ブルジ。アジーを従属させ，それを従属的同盟者として独占の支配体
制の形成が指摘されている。つまり，工業化をある程度認める体制として再編
成されているところに重要な特徴がある。これは，より正確には，国家独占資
本主義の国際的展開ととらえるべきであろう。すなわち，民族ブルジョアジー
を従属させる手段として国家資本の輸出が重要な役割を担っているところに注
目しなけれぽならないからである。こうして，アミンの議論をふまえて，戦後
の帝国主義，および新植民地主義の展開を確認することによって，南北問題の
初期形態を正しく把握することができる。それは，まさに帝国主義の側からす
る新しい民族的抑圧＝支配の政策体系としてあらわれていたのである。
　第2の問題にうつろう。たしかに南北問題の中心課題は発展途上国の経済的
自立への強力な志向と前進にあることに間違いはない。しかし，そのことがた
だちに独占資本主義を掘りくずしていくことにはならないのである。このこと
の認識は，まさに第1の問題点をどうみるかということとかかわっているので
ある。
　もちろん，現在の発展途上国は資本制世界市場における後進国一般の範疇に
限定してしまうわけにはいかない。それは帝国主義世界体制の重要な構成部分
である植民地体制の崩壊の上にうまれた国家であるという意味において，後進
国概念をこえた性格をもっている。しかし，また他方では，それが資本主義世界
市場にとどまるかぎり後進国としての基本的性格をもたされていることも事実
であり，しかも，帝国主義国の側における国家独占資本主義への発展と第2次大
戦後における国際協力（＝帝国主義的同盟）の体制の展開のもとにおいて，政治的
独立を達成しながらもなおかつ，新しい帝国主義体制⑬の構造部分に組みこま
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れるという特徴をもあわせもっているのである。すなわち，現在の発展途上国
の国家は，このような意味から，現代世界市場において二重の性格と役割をに
なうものとして存在しているロ％
　このような二重的性格からもたらされる発展途上国の共通した特徴は，経済
開発政策の促進であり，経済的発展という現象がそこに現われてくる。この場
合，その国家権力の性格によって，自立的経済発展の道をすすむ国と従属的資
本主義発展の道をすすむ国にわかれ，しかもその間はきわめて流動的（っまり権
力の性格の変化，革命，反革命，クーデターを契機にして）で，過渡的形態の国家も
様々なかたちをとってあらわれることになる？したがって，すでに引用したア
ミンの見解は若干一方的であるように思われるのである。つまり，発展途上国
の経済が，いずれにせよ，旧植民地経済の停滞的なものから発展的なものに転
化していることに注目しなけれぽならない（アミンの場合も一定程度の発展をみと
めている点は，評価すべきように思う）。そして，このことが，南北問題の最も重
要な構成部分となっているのである。
　第3の問題にうつろう。第2次世界大戦後の時期は資本主義の全般的危機の
第2の段階と規定されているが，そこでの指標のなかで，「植民地体制の崩壊
の開始」があげられているc「s。この崩壊は1960年代に入ってほぼ決定的にな
るのであるが，それからわずか10年を経て，新たな段階への危機の深化が論
じられるようになっているaa。
　本多氏は1974年の時点でつぎのようにのべている。「60年代における民族解
放運動の一時的後退と干潮の局面は，70年代に入ってから再び新しい満潮の
局面を展開しつつあるといえないだろうか。この局面においては，たとえばアメ
リカの膨大なヴェトナム軍事支出によるドル危機の激化，エネルギー危機の出
現，外国資本国有化政策の全面的展開などにみられるように，低開発世界の新
しい動きが世界資本主義の心臓部を脅かしはじめている。それが先進資本主義
世界における公害問題，インフレ問題の激化などと合流する時にはじめて危機
の第3段階が出現するであろう。そして70年代の南北問題は，こうした事態
の進展を回避しようとする先進資本主義国の新しい低開発世界政策のあり方
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や，中国を含めた社会主義諸国のそれへの新たな対応によっていっそう深刻な
様相をおびるものと思われるan。」
　現在においては，ベトナム，ラオス，カンボジアが社会主義経済の建設（ラ
オス，カンボジアは人民民主主義革命の段階だが）にはいり，社会主義世界体制は拡
大し，非同盟諸国は，「新国際経済秩序」をめざしている。他方先進資本主義
諸国の当面する通貨危機，スタグフレーション，エネルギー危機は深刻の度を
加えている。本多氏の指摘されるように，全般的危機は，新しい段階に入りつ
つあるのであろう。
　ところで，南北問題はこのなかでどのように位置づけられるのであろうかσ
全般的危機の内容は，体制としての危機にあるのだからその深化の要因は両体
制間矛盾にもとめられよう。そしてこの矛盾の深化には南北問題が深くかかわ
っているのである。すなわち，南北問題を構成している発展途上国における経
済的発展の過程は，一方において従属的資本主義化の側面をもっていると同時
に，他方には自立的国民経済形成の側面をもっていて，そのことの結果とし
て，非資本主義的発展への可能性をつねに内包しているのである。ここに南北
問題が，資本主義体制内の問題として完結せず，それが資本主i義体制の危機に
結びついているという特徴をももつことになるのである。このような問題の側
面において，南北問題のあらたな展開が，資本主義の全般的危機の深化をもtc
らすことになるのである。
　南北問題とよぼれている現代資本主義世界の当面している問題の領域を三つ
の問題点から考察し，現代の資本主義のなかで南北問題がかかえこんでいる深
刻な問題状況のもつ体質を明らかにしようと試みた。そして，その論理は発展
途上国の性格とその歴史的役割に負うところが多いように思われる⑱。60年代
の主として体制側の対応としてあらわれた南北問題は，70年代において，発
展途上国のその国家のもっている歴史的役割の発揮によって，新たな展開をが
すにいたった。しかし，また帝国主義の体制は新植民地主義の再構成を通じて
これに対応しており，体制の側の提起した南北問題という側面が消滅したわげ
ではない。そこには，発展途上国の提起している新たな領域の問題が出現し・
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しだいに国際間での主要な課題となりつつある。南北問題はこうして複雑の度
を加え，新しい展開をしめしている。
（1）南北問題はもともと日常語として生まれ，定着してきたので，その概念を詮索することはお
　よそ意味のないことである。ここでは「南北問題として何がいえるのか」（尾崎彦朔・書評「世界
　経済評論」1977年9月号）という視点から議論をした。
（2）1955年に開かれたアジア・アフリカ諸国会議で採択された∫バンドン10原則」は新しい国際
　関係（政治的関係）の原則を規定している。
（3）最初の問題（南北問題）提起者，オリバー・フラソクス氏の意見もそうである。（See；01iver
　Franks；“The　New　lnternational　Balance：Challenge　to　the　Western　World”，　Saturday
　Revieτv，　Jan．16，1960）
（4）森田桐郎著「南北問題」1972年，3－4頁。
（5）同書　5頁。
（6）同書　7頁参照。
（7）同書　184頁。
（8）「植民地体制の崩壊は，けっして植民地主義の根絶を意味するものではない。アジア，アフリ
　カ，ラテン・アメリカの諸民族は，自分自身の経験からして，政治的独立の獲得と植民地欄度の
　一掃とが，外国の搾取からも，外国の系統的な，時としてはきわめて横暴な内政干渉からも解放
　されたわけではないことを確i信させられている。帝国主義者が今日の国際的諸条件に適応しよう
　として採用しているこのような方法で実現される搾取や内政干渉は，現代植民地主義または新植
　民地主義の内容をなしている。」（E・ジューコフ他著「第三世界」1970年，86頁。）
（9）森田桐郎　前掲書　22頁。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l（10）本多健吉「南北問題の展開と世界経済の危機」（国際経済会編「世界経済の危機」1976年，14
　頁）
（11）　Samlr　Amin；‘‘Self．reliance　and　the　New　International　Economic　Order”，　Monthlpt
　Reviezv，　July・August，1977，　pp．12－13．
（12）　S．Amin；ibid．，　p．14．
（13）「資本流出よりいっそう始末が悪いのは，低開発の構造やそれによってこうむる民族的発展
　の阻止と誤った方向である。帝国主義は増大する一方の海外投資を通じてこれを深化させている
　のである。」（A．G．フランク著，大崎正治訳「世界資本主義と低開発」1976年，244頁。）
（14）拙稿「新植民地主義下の多国籍企業」（世界経済評論，1976年5月号）参照。
（15）　ソ同盟科学院経済研究所「経済学教科書」初版第2分冊，1955年，502－3頁参照。
（16）1950年代末から全般的危機の第3段階がはじまるという，いわゆる第3段階論があるが，こ
　れには多くの批判がある。（杉本昭七「全般的危機の論争史」〈「新マルクス経済学講座第3巻1
　1972年〉参照）
（17）本多健吉「南北問題の展開」（木下悦二編「現代の世界経済」1974年，202－3頁）
（18）　拙稿「発展途上国における国家の役割について」（明大商学論叢，第59巻第7・8号）参照。
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2．南北間題のあらたな展開
　先進国側からの南北問題へのアプローチは国際連合第16回総会（1961年）に
おける「国際連合開発の10年，国際経済協力のための計画」（決議1710号）と
して具体化した。決議はつぎのようにのべている。
　「現在の10年間を“国際連合開発の10年”と命名し，加盟国とその人民と
は，個々の国の経済の持続的成長と社会的向上への進歩を促進させるため，先
進国と開発途上国との双方に対し，必要な措置を動員，支援する努力を強化
し，各国が各自その目標をもつにしても10年の終りに総合的に国民所得の成
長率を最低年間5％を目的として，低開発国の成長率の増大を達成しようとす
るものであるω。」
　ここでは，南北問題を南北間の格差，つまり発展途上国の低開発問題ととら
え，これの是正＝発展途上国の開発が，全世界共通の，ないしは全人類的課題
として位置づけられ，この解決のためにすべての国が協力すべきであって，こ
の国際経済協力によってその目的が達成されるだろうと言われている。そして
先進国は国民所得の1％を援助として拠出することによってこの計画に参加す
ることになる。
　この「国連開発の10年」計画は，ケネディーアメリカ大統領の提案を具体
化するという経過からみてもわかるように，新植民地主義の路線に沿ったもの
で，先進資本主義諸国の援助を中心にし，援助によって実現していく経済開発
によって発展途上国において5％の成長率が達成されていくという構造になっ
ている。
　ところが，この援助を中心とした開発計画は，新たな南北問題を醸成した。
第1は，国民所得格差の拡大である。UNCTAD第3回総会を前にして1971
年に開かれた「77力国グループ」の会議で，リマ憲章が採択されたが，それ
にはつぎのように述べられている。
「1960年代を通じて，先進国の1人当たり国民所得は650ドル以上増加したの
に反し，開発途上国の1人当たり国民所得は約40ドルしか増加しなかっfc　｛2）。」
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この傾向はさらに続いて，「世界人口の70％をしめている発展途上国は，世界
の全体の収入の30％しか得ていないのである｛3）。」
　資本主義世界経済のなかでは援助によって発展途上国の開発が促進されて
も，国際的独占資本のよりいっそうの資本蓄積を促進するという結果をもたら
すのであって，国民所得格差はますます拡大することになる。
　第2の間題は，発展途上国の交易条件は，依然として悪化をつづけ，1952
年から1972年までの20年間でみると，石油を含めた発展途上国の主要商品の・
総合指数でみた交易条件は，年率2．2％の悪化をしめしている。そして，これ
による発展途上国の輸出貿易の面での損失を推定してみると，1972年の発展
　　　　　　　　　第1表国際的資本の流れ（公的・私的）
　　　　　　　　　　　　－1950年～1970年一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（年平均，10億ドル）
????????? ????
?????????????????
?????? ?????
1950～55　　　1956～601961～65 1966～70
全体　全体　アメリカ　全体　アメリカ　全体　アメリカ
3．5　　　3。6　　　　2．3
1．0　　　1．8　　　　1．5
0．3　0．4　　－
1．6　　　2．8　　　　1．75
5．1　　3．2
2．5　　2．0
0．7　　　－
3．O　　L2
6．1　　3．6
2．0　　3．0
1．0　　－
5．0　　2．6
1．5　　0．2　　－
1．6　　　1．0　　　　0．5
0．3　0．3　　－
1．0　　　4．0　　　　2．0
0．5　　－　　　　05
0．5　　　　0．3』　　　　0．5
0．2　　－　　　　0．3
5．0　　　　3．6　　　　　10．0
α3
???
0．7　　0，8　　－
－　　0．35　　一
0．4　　　－
0．25　　一
0．5　　－
0．25　　一
（資料）　OECD　Rev1ews　of　Development　Assistance
　　　IMF　International　Financial　Statistics
　　　US　Survey　of　Current　Business
　　　UN　Econonlic　Commission　for　Europe．Annual　Survey
（出所）M．Barratt　Brown；“New　Trends圏in　Trade　and　Investment”（lmψerialism　in　the
　　modern　Phase，1974，　p．61）
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途上国の総輸出額の約20％以上，すなわち，100億ドルにも達している〔4）。っ
まり，南北間の不均等な発展は，商品輸出における一次産品価格の不利化をと
もなって進行しており，外国貿易の側面からも，南北格差の拡大が促進されて
rいる。
　第3の問題は，債務の累積である。国連開発の10年で援助は増加したけれ
ども（第1表参照），借款の比率もしだいに増大し，返済期の到来する最近にな
って発展途上国の債務が雪だるま式に増加していった。1960年に総額193億
ドルにすぎなかったものが，1970年には，約560億ドルに増加し，1976年末
・には約1800億ドルに急増したとみられている。さらに一部の発展途上国にこ
れら債務がとくに累積していることも注目に値する。すなわち，1976年末の
残高が50億ドルを超えた国は，ブラジル（261億ドル），インド（163），メキシコ
〈154），スペイン（139），韓国（98），イスラエル（89），ギリシャ（81），パキスタン
く70），シンガポール（65），エジプト（59），ユーゴスラビア（51）の11力国で，こ
れら諸国の累積債務の合計は，開発途上国（産油国をのぞく）全体の68％をしめ
ている〔5）。
　このような巨額の債務が発展途上国に対するあらたな金融的従属の問題（ユ
ーゴスラビアは社会主義国として別に検討すべきであろう）を提起することになって
いる。人口，輸出規模，その内容，国民所得，国際独占体との結びつきなどか
ち国ごとの検討を必要とするが（詳細は別の機会にゆずる），国民経済全体に対す
る大きな負担になっていることは事実であり，このような金融的財政的従属関
係が開発に対する障害になってきている。
　こうして援助を中心とした開発計画の実行は，その開発が促進されていく過
程で，他方で従属関係を深めるという特微を明確にしていくことにょって，先
進諸国は，南北問題という課題を解決するための計画を，いちはやく国連の場
で提起してきたのではあったけれども，現在の帝国主義世界体制は，そのこと
によってかえって南北間の矛盾を深めるという結果を生みだしたのである。こ
うして南北問題の解決のためとして実行される先進諸国の開発援助が，むしろ
南北間の新たな矛盾を生みだし，その格差を拡大し，従属関係を深め，南北間
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題に新たな内容をつけ加えることになっている。したがって，現在の資本主義
世界体制＝帝国主義世界体制は，発展途上国をその体制に包摂したかにみえが
ら，南北問題をより深刻なものにしていくという関係において，その体制的危
機をみずからしだいに深めつつあるということができる。
　こうして，「国連開発の10年」計画として援助を軸に発展途上国全体に対し
ての先進国全体の対応という枠組みを先進国の側がつくりだした。すなわち，
戦後の帝国主義世界体制の特徴は，個々の国が自国の植民地を領有するという
こと，つまり個々の帝国主義国の個別的植民地支配はなくなったけれども，そ
れにかわって，帝国主義国の全体による，ないしは国際協力という形態を通じ
ての帝国主義一般の支配と進出が実現していることにある。このような状況の
もとでは，進出される側，国際独占体の支配をうける側でもまた，特定の帝国
主義国の支配下にあるという個別性をはなれた一般的で共通した性格をもった
進出と支配のもとにおかれるという特微をもつことになった。民族解放の波が
アフリカにまで波及して，1960年代に急速に発展途上国の数が増加し，国連
などで多数となるのであるが，以上の様な状況のもとにあって，単なる独立国
数の増加，多数派の出現ということにとどまらないで，発展途上国独自の国際
協力，ないしはアジア，アフリカ，ラテン・アメリカにまたがる同盟形成の物
質的基盤がつくりだされることになっていたのである。すなわち，第2次大戦
後の新植民地主義は，その実現をとおして，発展途上国の連帯の物質的基礎を
も形成していったのである。
　すでに，1962年の国連総会で，発展途上国のイニシアチブで「開発の10年
計画」の具体策を協議する機関（会議）として国連貿易開発会議（UNCTAD）を
設置する決議を採択することに成功していた。そしてこのUNCTADの第1
回総会を通じて発展途上国の協力関係はより強化されて「77力国グループ」
が結成された。このような経過をたどって，南北問題は，発展途上国が主体的
に自己にとっての課題として提起する問題となり，「77力国グループ」のイニ
シアチブによってそれが実行されることとなった。つまり，一方では，先進国
の援助を中心とした開発計画が実行されていくのであるが，この開発計画の実
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行の過程で，すでにのぺたように資本主義世界体制の矛盾を激化していくこと
になっている。したがって，他方では，その新植民地主義的性格に対しての発
展途上国の批判，およびそれに対抗する手段，計画，行動が発展途上国自体に
よって提起されてくる。この発展途上国のイニシアチブの発揮によって，南北
問題は新しい展開を示すようになる。
　1964年に開催されたUNCTAD第1回総会は南北問題の新しい展開をしめ
す画期となった。まず重要なことは，IMF・GATT体制に対して批判的な国際
経済に関する会議で，しかも国連総会に直属した常設の会議として設けられて
いることである。UNCTADでは他の専門機関とは別にすべての国が同等の権
利をもって参加している。したがってつねに発展途上国が多数派を形成してい
る。このことによってIMF・GATT体制に対して批判的な機関となっている。
しかし，現在の世界の体制を構成している専門機関に対する批判，その体制の
原則・性格に対する批判を会議として提起することはできても，体制をその方
向へ変更していくための直接的効果をあげる機関として位置づけられていない
という限界をもっている。
　UNCTAD第1’回総会は，現在の資本主義世界経済体制の骨格をなしている
IMF・GATT体制に批判的な「国際貿易に関する一般原則」を採択した。こ
の原則は発展途上国を主体においた諸原則という意味で画期的なものというこ
とができる〔6）。その原則のなかには，①天然資源に関する恒久主権の尊重，②
南北格差の縮小の世界的義務，③発展途上国の利益にかなった国際分業の達
成，④一次産品価格維持政策，⑤発展途上国に対する先進国の一方的特恵的譲
許，⑥すべての植民地主義の根絶，などがある（7｝。
　ここでは一一re的原則として抽象的な内容でのべられているが，1972年のUN
CTAD第3回総会において当時のメキシコのエチェベリ大統領によって提案
された「国家間の経済権利義務憲章」においては，より具体化されて，現在の
国際経済にかかわって，諸国家の関係はいかにあるべきなのかという視点か
ら，全経済的側面にわたってのべられている。
　南北問題における発展途上国のイニシァチブは，UNCTADを通じてより具
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体化され，より体系化されながら，発揮されていくことになる。しかも，すで
に指摘したように先進国側からのアプローチや，その計画の実行は何ら南北問
題を解決するものではなく，それをより深め，きびしいものにしているのであ
るから，発展途上国のイニシアチブの重要性はしだいに高まってこざるをえな
いのである。こうして1974年4月の「資源問題に関する国連特別総会」にお
いて決議として採択された「新国際経済秩序樹立に関する宣言と行動計画」は
きわめて大きな歴史的意義をもつものと考えられるのである。すなわち，発展
途上国のイニシアチブによって発展途上国を主体とする国際的な開発のための
戦略を提起し，国連の正式決議となっているのである。つまり，国際連合は，
一方で「第2の国連開発の10年」を70年代において実行しているけれども，
この開発戦略と本質的に異なる開発戦略を決議として採択し，実行しようとし
ているのである。　　　　　　　　♂
（1）鹿島平和研究所編「対外経済協力大系，別巻1，重要資料集」1973年，248頁。
（2）「リマ宣言および行動計画の諸原則第2部宣言」（「世界経済評論」1972年4月）
（3）外務省訳「新国際経済秩序樹立に関する宣言」（「今日の南北問題」1976年，210頁）
（4）　Frederick　F．　Clairmonte；‘‘Dynamics　of　International　Exploitation，，，Economic　and
Political　VVeeklPt，　Aug。9，1975．
（5）「非産油発展途上国の累積債務問題」（「東京銀行月報」1977年6月号，24頁）
（6）吉村正晴著「世界の貿易は変る」1965年。
（7）外務省編「国連貿易開発会議の研究」1965年，277－8頁。
3．　「新国際経済秩序宣言」の意義
1970年代に入ってはっきりとした形態をとってあらわれてきた南北問題の
新しい展開にいたる経過については，前項においてのべた。そして，この新し
い展開が「南の国々」，すなわち，発展途上諸国のイニシアチブによってもた
らされていることによって，重要な，いわば南北問題の質的な転換をせまるも
のになっていくような性格の問題として提起されてきているのである。そし
て・このような南北問題の質的転換，すなわち，資本主義の体制の枠組みに変
更をせまる問題としての南北問題という性格を新たにえがきだしたのが，いわ
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ゆる「新国際経済秩序樹立に関する宣言」なのである。1974年4月の第6回
国連特別総会（いわゆる国連資源総会）において「新国際経済秩序樹立に関する宣
言」が国連総会の決議として採択された。この決議は，20項目にわたる原則
をのべた「宣言」の部分と原則を具体的に実現していく「行動計画」の部分と
からなっている。
　この国連決議はその宣言の部分において，つぎのようにのべることによっ
て，現存の国際経済秩序を前提にしては，いわゆる南北問題の解決に成果をあ
げられず，矛盾を深めていくという立場にたっている。
　「世界人口の70％をしめている発展途上国は，世界の全体の収入の30％し
か得ていない。現存する国際経済秩序のもとでは，公平かつバランスのとれた
国際社会の発展を実現することが不可能であることが証明された（1｝。」
　そして，このような現存の国際経済秩序にとってかわるものとしての新国際
経済秩序の樹立が必要であるとの認識にたっているのである。すなわち，「全
人類の経済発展と社会進歩を促進させるための国連憲章の精神，目的および原
則を考慮しつつ，新国際経済秩序の樹立のための作業を緊急に行なうとのわれ
われの共同の決定を厳粛に宣言する②。」とのべて，現在の南北間の格差の拡
大，ひいては，そのことによってもたらされている資本主義全体の危機の深化
（累積債務による資本主義全体の信用危機への危険性などにみられる）等が現存の国際
経済秩序それ自体によってもたらされているという認識にたつ以上，この危機
を回避し，南北問題の解決にすすんでいくためには，新国際経済秩序の樹立
は，「緊急に」おこなわれなけれぽならない。「新国際経済秩序樹立に関する宣
言」は，このような立場にたったものとなっている。だから，「この一っの文
書の土台になっている考え方は，発展途上国が自国領土内においてだけではな
く，国際的レベルにおいても経済的解放を完全に達成しなけれぽならないとい
う確信であるc3）。」
　すなわち，「国際的レベルにおける経済的解放」という課題として考えられ
ているという指摘は，政治的独立の達成ののちにおいても，経済的従属のもと
におかれているということの認識にほかならない。換言すれぽ，国連自らが，
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過去の開発戦略に対して支配や従属という性格をもっていたという批判的な立
場にたち，新しい開発戦略，すなわち，そうした従属的性格をのぞくという国
際経済秩序の変更をもそのなかに含む開発戦略を決議として決定したというこ
とができる。だから，かつて，新興独立国がアジアに誕生していた50年代に，
国際政治における新しい国家間の関係として重視された「平和5原則」，そし
てこれを中心にアジア・アフリカ諸国の国々が集りつくりあげた「バンドン
10原則」を国際経済関係の領域にまで拡大して実現しようとしているという
ことができるのであり，ここにその歴史的意義があるように思われる。この宣
言の原則の第1項目すなわち，a項に平和5原則が，かかげられているのも，
このような考えかたによるものであろう。
　では，平和5原則の思想を国際経済関係の領域にまで拡大していけば，どの
ような内容が重視され，新たにどのような国際経済関係がつくりだされなけれ
ばならないのだろうか。換言すれぽ，資本制世界市場，さらには帝国主義世界
経済体制のもとにおいて，「平和5原則」の思想によって新しい国際経済関係
が樹立されるとすれぽ，どのような国際経済関係が新たにつくりだされるので
あろうか。
　まず，主権の平等という項目からみちびぎだされる原則で，第1が「あらゆ
る国の天然資源と全経済活動に対する完全な恒久主権」の原則である。その内
容をみると，「国有化および所有権をその国民に移転する権利」さらに「天然
資源に対する効果的な管理および自国の状況にふさわしい手段によりその開発
を行う権利」というように規定している。（e項）〔4｝
　第2は，経済的不平等の是正という点から，まず交易条件の改善をあげて，
つぎのように規定している。「開発途上国の不満足な交易条件の持続的改善と
世界経済の拡大をもたらすことを目的とし，同諸国によって輸出されている原
材料，一次産品，半製品の価格と同諸国によって輸入されている原材料，一次
産品，製品，資本財，その他諸装置の価格とのあいだの関係を公正，平等なも
のにすること。」（j項）
　第3は，多国籍企業に対する国家主権の優位，および管理の必要性が指摘さ
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れ，発展途上国の国民の利益を向上させる立場が確認されている。（g項）
　第4としては，国際経済の諸機構に対する参加の平等をあげなけれぽならな
い。まずb項において，「国際社会の全メンバー諸国の広範な協力」と「不平等
の一掃」という大原則があげられているが，c項においてより具体的につぎの
ようにのべている。「全国家が共通の関心を有している世界的な経済問題を解
決するための全国家間の平等の基礎の上にたった完全かつ効果的な参加」そし
て，援助，国際通貨，経済協力での保証の必要性があげられている。（1，0項）
　以上のことは，ほぼ主権の尊重と国家間の平等の視点からとりあげられてい
る原則であるが，発展途上国の側にあっては，経済的力量が弱く，先進資本主
i義国の発展，拡大に従属した関係に経済状態がおかれているわけであるから，
このような原則を実現していくために，特別の原則がとりあげられている。す
なわち，n項の「特恵的かつ非互恵的取扱い」の原則と，　t項の「生産国同盟
が国際協力の枠のなかでその目的を追求しつつ，なかでも世界経済り持続的な
成長と，開発途上国の促進されつつある発展に役立つために果たす役割の促
進」の原則がある。これは経済的民主主義を実現していく上での経済的な意味
での平等な立場を確立していくための原則というように理解できる。
　つぎに国家間の関係でとりあげられる原則は，民族自決の権利であって，こ
れは内政不干渉と統一的に理解していくことが必要である。これらの原則を経
済領域にまで拡大していく場合に提起されてくるものとして，d項にのべられ
ている「自国の発展のために最も妥当と考えられる経済社会制度を採用し，」
「差別の甘受を拒否する権利」を有することの原則がある。これには当然非資
本主義的発展の道の選択を考慮に入れられてはいるが，国家を構成するすべて
の国民の選択の権利としてみとめられているというヒとが重要である。さら
に，f項においては，植民地的支配，アパルトヘイト，などの支配をうけてい
る国家，領土，国民は，そこでの天然資源やその他の資源が返還され，そこで
うけた損害に対する完全な補償をうけることの原則があげられている。さら
に，i項においては，新しい民族的諸権利に対する圧力，新植民地主義の支配を
防ぐことがあげられている。すなわち，「外国の主権行使のもとに従属し，あ
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らゆる種類の便益を外国に与え，あらゆる形の新植民地主義に従うよう強制さ
れ，経済的，政治的，その他の措置に悩まされてきた」地域や発展途上国での
「天然資源および全経済活動に対する有効な管理を樹立する」ことを原則とし
ている。
　このようにして，20項目にわたってかかげられている「新国際経済秩序」
の諸原則は，国際政治の領域においては，ほぼ1950年代に確立（現実には新植
民地主i義によって侵害されてきた側面をも考慮しなけれぽならない〔5）。）され，　ここに
結集した国々によって非同盟主義，ないしは非同盟運動としてまもられ，発展
させられてきた国家間の関係における諸原則（主要なものとして「平和5原則」）を
国際経済の領域にまで適用しようとするものであり，国際経済関係にまで民主
主義の諸原則を確i立していこうとするものであると考えられる。だから，1976
年にコロンボで開かれた第5回非同盟諸国首脳会議でだされた「経済宣言」
は，74～75年の不況と危機の状況をふりかえりながら，つぎのようにのべて
幽いる。「これらの危機は世界経済の構成要素が根本的に依存しあっていること
を劇的に示すとともに，世界共同体に公正と主権平等，相互依存，共通の利
益，およびすべての国の協力に基礎をおく新国際経済秩序を着想させるに必要
な刺戟を与えることとなった⑥。」
　このようにみてくると，「新国際経済秩序」を形成していくための諸原則は，
国際経済の現状にたいする批判から出発しているけれども，それの基本になっ
ている考え方，ないしは思想は民主主義的諸原理であって，少なくとも資本主義
世界市場の枠内にあることは間違いないのである。しかしながら，すでにのべ
てきた諸原則がしだいに実現していくならぽ，資本主i義世界市場の本質にかか
おる特徴が変更をうけるという結果をもたらすこともまた間違いないことのよ
うに思われるのである。とすれぽ，そのような資本主義世界市場をどのように
把握すべきなのであろうか。いくつかの問題点をあげて，南北問題の新たな展
塊の方向をしめし，かつそれのもつ資本主義の危機に与える影響のきわめて大
きいものであることを改めて指摘して小論の結びにかえたいと思う。
　第1の問題点は，世界市場における価格形成の問題である。資本制世界市場
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における市場価格形成の根底には，国際間における価値法則の作用によって，商
品交換を通じて後進国のより多くの労働が，先進国のより少ない労働（社会的労
働＝国民的労動）と交換されるという関係が存在している⑦。「新国際経済秩序」
は，この価値法則の作用そのものを排除することを内容としているわけではな
い。しかし，その行動計画においては，生産国同盟，商品協定，緩衝在庫など
によって一次産品価格の安定がはかられているし，すでにOPECの活躍でみ
られるような原油価格の引上げが実現している。つまり，価格形成の過程を管
理された状態におくことによって，この関係（市場価格の関係）に一定の規制を加
えていこうとしている。国家（1国または国家の連合）の介入によるこの一定の規
制は，社会的生産力の格差が存在しているかぎり，国家間の価値法則の作用を
根本的に排除しえないにしても，価値から価格への転化の過程での発展途上諸
国の大幅な介入によって，国際間の搾取といわれているような一方的な価値移
転（＝不等価交換）は価格を通して実現する過程で大きく制限されることになろ
う。
　第2の問題点としては，経済的平等の実現ということで，南北間の格差是正
が国際的義務となっている。すなわち，その行動計画においては，発展途上国
の工業化が先進国にとってもi義務として実行されるべきこと，生産手段の国有
化に対する国連としての協力要請，など，従来の援助，直接投資方式の改善が
強く要請されている。従来の資本輸出は，独占資本主義の本性から必然化⑧さ
れているものであって，これは資本輸出国に対して臓大な利益をもたらすもの
である。したがって援助中心の開発戦略は，発展途上国に対して利潤の送金，
債務の累積をまねいたのである。そしてこの戦略は南北格差を拡大したのであ
る。こうして「新国際経済秩序」においては，資本の輸出そのものを規制しな
けれぽならないのである。そして発展途上国における外国資本の国有化，民族
化を促進する義務を先進国側も負わなければならないということになる。これ
は現在の資本制世界市場のまさに本質にふれる間題であり，資本主義の枠内に
おける民主主義の実現という原則が世界市場の性格を大幅に制限することにな
る。
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　第3の問題点は，国際分業の変化である。最近の世界市場では，水平的な国
際分業の発展が特徴となっているとはいえ，垂直的国際分業が最も重要な国際
分業であり，資本制世界市場の基本構造をなし，また世界的規模の広がりと，
資本主義世界の全人口を包括している分業であることをみおとしてはならない
であろう。そしてこの分業，垂直的国際分業によって，1974～75年恐慌のさ
い，先進諸国は発展途上国へのその恐慌の転嫁を実現さぜて，先進国にとって
の資本制国際分業の意i義を実証したのであった。ところで，「新国際経済秩序
宣言」とその「行動計画」において提起されているような，A・A・LAにお
ける工業化，経済統合，共同市場，共同企業体，などの形成がすすめぽ，国際
分業構造tle　一・定の変化が生じ，資本主義の不均等発展に影響を与えることにな
ろう。S．アミン氏は，発展途上国の一定の工業化が実現しても，帝国主義体制
の本質にかかわる「不均衡な国際分業構造」そのものは依然としてつづくので
あるから帝国主義体制に本質的変更をせまるものではない｛9】。とのべているけ
れども，そのような評価だけでは一面的になるので，むしろ過渡的な過程とし
ての二面的な特徴で把握する必要があるように思う。
　このように，世界市場のもっている資本主義的性格との関連で，「新国際経
済秩序」の諸原則をみると，それ自体の内容が，資本主義の枠のなかでの平等
と公平，均衡と成長をもとめようとしているにもかかわらず，具体的な過程に
おいて提起されてくる問題は，資本主義本来の特徴にかかわる，ないしはそれ
の変更をもとめるものとなっているところに画期的意義をもつということにな
る。これを「まったく新たな思想aen」とよぶ根拠もこのような点にかかわって
いるのであろう。
　1970年代に入って資本主i義世界体制は，IMF体制の崩壊という事態に直面
したが，このこととの関連で，南北問題は発展途上国のイニシアティブによっ
て新たな展開をしめし，資本主義の危機はより深まったとみられるが，南北問
題の新たな展開とその新しい方向をしめしている「新国際経済秩序」は，この
世界経済の危機的局面打開の方向をもしめしているのである。第5回非同盟諸
国首脳会議での経済宣言で「非同盟諸国国家・政府首脳は，現存の国際経済関
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係の全面的再編成なくしては世界の経済的諸問題の根本的解決はありえないと
いう，自己の見解を再確認するan」とのべられていることが，このことをしめ
している。現代の帝国主義世界体制で支配的地位をしめている先進諸国は，発
展途上国がしめした世界経済の危機を克服し，開発を促進するこの開発戦略に
対してどのようにこたえうるのであろうか。これは70年代の資本主義世界に
とっての試金石azということもできるように思う。
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